
がん患者に対する就労支援に係る状況調査結果

平成26年9月現在　三重県調査

実施 検討中 予定なし 調査 研修 冊子 その他 その他具体的内容

1 北海道 ○（病院） ○ ○

2 青森県 ○ ○
青森県健やか力向上企業等連携協定の締結。事業所に対する健診及びが
ん検診実態調査

3 岩手県 ○（病院） ○ ホームページによる情報発信（相談機関、支援ツールへのリンク）

4 宮城県 ○（病院） ○

5 秋田県 ○

6 山形県 ○（都道府県）

7 福島県 ○

8 茨城県 ○（病院） ○
実施予定

9 栃木県 ○（病院） ○ ○

10 群馬県 ○（病院）

11 埼玉県 ○（病院）

12 千葉県 ○（病院） ○

13 東京都 ○（病院） ○ ○ ○
今後、人事労務担当者向けシンポジウム。
がん患者の治療と仕事の両立への優良な取組を行う企業の選定及び選定
企業の事例紹介。

14 神奈川県

○（都道
府県、病

院、
H26.10～

○
年度内
予定

○
年度内
予定

15 新潟県 ○

16 富山県 ○※
○24年

度
○25年
度～

研修会については、県内企業の管理職・一般人事労務担当者を含む一般
の方が対象（がんも含む） ※都道府県（商工労働部局）、地域統括、
病院、社労士会で実施

17 石川県 ○（病院）

18 福井県 ○（病院） ○

ハローワークに県がん患者相談支援推進事業（まちなか相談窓口、サロ
ン等）の案内ポスター、パンフレット配置、ハローワークを通じて必要
に応じ、事業所に配布。ハローワークで、事業所の集まる機会に就労支
援についての情報提供、求人依頼。ハローワークで実施し散る長期療養
者就労支援モデル事業における担当者連絡協議会に県担当者が参加。事
業者対象の研修や調査についても協議中。

19 山梨県 ○（病院） ○

20 長野県 ○（病院）
○（病
院）

※追加

21 岐阜県 ○（病院） ○
社会保険労務士会の協力を得て、がん診療連携拠点病院で就労相談をし
ていただける社労士名簿を作成、各がん診療連携拠点病院に配布。

22 静岡県 ○（病院） ○ ○
がん総合対策事業を委託している静岡県立静岡がんセンターが「がんの
治療と就労を支える取り組み」としてシンポジウムを開催した（平成２
６年８月９日）

23 愛知県 ○（地域統括） ○ ○ 作成予定

24 三重県 ○（都道府県） ○ ○

25 滋賀県 ○（病院） ○ ○ ○ 医療機関と事業所の情報共有シート（従業員単位）の作成

26 京都府 ○ ○
企業・事業所に対し、がんに関するセミナー実施（「生命のがん教育推
進事業」）の際、「がん患者就労支援マニュアル」を配布。
府内の２２相談支援センター部会において、就労支援の対応を協議中。

27 大阪府
○（病
院）
※１

○※２ ○

大阪府がん診療連携協議会と連携し、大阪府立成人病センター（都道府
県がん診療連携拠点病院）と共催でがん相談員のための「就労」に関す
る基礎講座を開催予定。
※１　産業カウンセラーや労働関係部局、産業保健分野等の連携も含む
※２　拠点病院における事業者向け研修会の開催（大阪市立総合医療セ
ンター）

28 兵庫県 ○（病院）※
※モデル事業として、がん診療連携拠点病院で就労相談を実施していま
すが、社会保険労務士の資格を有する者ではありません。

29 奈良県 ○（病院） ○ ○ ○ ○

当県で、働きやすい職場を推進している企業を毎年募集し、「奈良県社
員・シャイン職場づくり推進企業」として登録し、その中から、特に取
組内容が優れいてる企業に対し、知事表彰を実施する制度がある。その
登録や表彰の取組内容の項目にがん関連の項目「がんなどの長期治療が
必要な疾病を抱える労働者の就労継続を支援している」を追加した。
（H26年度より）

（検討中）

No. 都道府県名

社労士による就労相談の
実施状況（実施主体） 事業者を対象とした取組
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実施 検討中 予定なし 調査 研修 冊子 その他 その他具体的内容

No. 都道府県名

社労士による就労相談の
実施状況（実施主体） 事業者を対象とした取組

30 和歌山県 ○ ○ ○
企業連携事業として、登録企業と共同で従業員や住民に対し啓発活動を
実施。県内企業の従業員におけるがん検診の状況調査を実施（Ｈ２４～
Ｈ２５）

31 鳥取県 ○（病院）

中小企業労働相談所の労働相談員をがん診療連携拠点病院の相談支援セ
ンターに派遣し、がん患者が労働相談も合わせて行うことができる「ワ
ンストップサポート」体制を構築（H25年10～）

32 島根県 ○（県委託） ○

33 岡山県 ○ ○ がんやがん患者に関する正しい知識の普及のための研修会

34 広島県 検討予定 ○
○

H27.1
予定

○ ○

平成26年度に、がんの予防、検診、、就労支援及びがんにかかる社会的
活動に至るまでの総合的ながん対策に積極的かつ主体的に取組、がん対
策の先導的な役割を担っていただく団体を「Teamがん対策ひろしま」と
して登録する制度を創設。（平成２６年度に第1期目として公募し１４
企業が登録）

35 山口県 ○（都道府県） ○

36 徳島県 ○（病院） ○
NPO法人が実施するがん患者・経験者を対象とした就労支援に関する事
業への補助

37 香川県 ○（病院） ○
がん相談支援センターへの社労士の派遣（センターで行う相談事業等に
ついて）

38 愛媛県 ○（病院） ○※ ※がん患者団体が実施したもの

39 高知県 ○（病院）

40 福岡県 ○ ○
がん診療連携拠点病院が実施する就労支援に関する公開講座等につい
て、その有効性を判断のうえ、福岡県として後援をしている。

41 佐賀県 ○（病院） ○
国立がんセンターで作成された就労支援マニュアルを県で増刷して配布
した。研修会や調査については、今年度予算を計上しているがまだ実行
できていない。

42 長崎県 ○ ○
企業訪問時に「がん患者・経験者の就労の在り方に関する検討会報告
書」を配布し、がん患者の就労についての理解を求めている。

43 熊本県 ○ ○
がんの社会的啓発をして、商工会幹部、女性部に対する出前講座を実施
（H25年度）

44 大分県 ○ ○
がん拠点病院の相談支援員を対象とし、社会保険労務士、労働局の労働
行政担当者をアドバイザーとする、支援連絡会議（１回）の開催を予定
している。

45 宮崎県 ○ ○

46 鹿児島県 ○

47 沖縄県 ○ ○


